
令和６年度事業計画について 

１ 市交通安全対策協議会事業 

 ⑴ 基本方針 

   安全かつ円滑な交通社会を実現するため、「人優先」の交通安全思想を基本とし、地域における

市民等の自主的活動の輪を広げ、それらを有機的に連携・協力する地域的なネットワークを構築す

ることにより、交通事故の実態と社会情勢の変化に対応した適切かつ効果的な交通安全対策を連携

して取り組んでいくとともに、市民一人一人が相互理解と思いやりの心を持って、交通事故を起こ

さない、交通事故に遭わないという意識を持ち、交通事故のない、安全で明るく住みよいまちづく

りに寄与する。 

  

 ⑵ 年間スローガン 

   「わたります 止まるやさしさ ありがとう」 

 

 ⑶ 年間重点事項 

  ◎ 特別重点事項 「交通死亡事故の抑止」 

   ア 高齢者の交通事故防止 

   イ こどもの交通事故防止 

   ウ 道路横断中の交通事故防止 

   エ 自転車利用時のヘルメット着用と適正な利用の促進 

   オ 飲酒運転、無免許運転及び速度超過など悪質・危険な運転の根絶 

   カ 全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底 

   キ 交差点・カーブ等における交通事故防止 

   ク ゆずりあい運転の実践 

 

 ⑷ 年間重点事項の推進方法 

◎ 特別重点事項 「交通死亡事故の抑止」 

   第11次福島県交通安全計画（令和３年～令和７年）においては、交通事故死者数を計画期間内に

「50人以下」とし、第11次いわき市交通安全計画においては「６人以下」にすることを目指してい

る。令和３年には県内の年間死者数が49人となり計画初年で目標を達成し、翌令和４年は昭和23年

の現行統計の開始以降最小となったものの、令和５年は交通事故が増加に転じたことから、昨年に

引き続き、「交通死亡事故の抑止」を特別重点事項として、年間を通じて交通安全運動に取り組む

こととする。 

 

ア 高齢者の交通事故防止 

交通事故死者に占める高齢者の割合が依然として高い状況にあることを踏まえ、高齢者及び一

般運転者への交通安全意識の浸透を図るため、あらゆる機会を通じて交通安全を呼びかけるなど

きめ細かな交通安全活動の推進を図る。 

 

(ｱ) 高齢歩行者等対策 

a 交通事故の実態に応じた街頭指導・個別訪問指導、参加・体験・実践型の交通安全教

室などの開催を推進し、高齢者自身が、目立つ色の服装、夜光反射材用品の着用や近く

に横断歩道がある場合は、必ず横断歩道を渡ることとし、その際は手をあげるなどして

運転手に対して横断する意思を明確に伝える等、「自分の安全は自分で守る」という安

全意識の浸透を図る。  

b 高齢者に対する交通安全指導者を各地域に養成し、老人クラブ活動などあらゆる機会をと

らえた実践的で身近な交通安全教育活動を推進する。また、高齢者自身が交通安全ボランテ

ィア活動のリーダーとして、高齢者間の相互啓発を行い、安全意識の高揚を図る。 



c 毎月15日の「シルバー交通安全の日」に合わせ、広報・啓発活動を実施する。 

d 家庭や地域においては、高齢者が外出する際には、用件はなるべく日中に済ますよう促

し、夕暮れ時や夜間に外出する際は、交通事故に遭わないよう一声かけたり、運転者から発

見されやすいよう明るい目立つ色の服装及び、夜光反射材用品や懐中電灯等（以下、「夜光

反射材用品等」という。）の活用を呼びかけるなど、安全意識の高揚を図る。 

e 高齢者が自転車を利用する際は、交通ルールの遵守やヘルメットの着用を呼びかけるほ

か、高齢者を対象とした自転車シミュレータやスタントマンが交通事故を再現するスケアー

ド・ストレイト教育技法を活用した参加・体験・実践型の交通安全教室を開催し、自転車の

安全利用を図る。 

f はいかい癖のある方や認知症り患者等交通事故に関与するおそれのある高齢者について、

地域包括支援センター等福祉機関や関係機関・団体と情報共有を図るとともに、高齢者福祉

施設については、適正な施設の管理や所在不明高齢者の早期通報を呼びかけ、交通事故防止

を図る。 

 

(ｲ)  高齢運転者対策 

a 交通事故の防止・被害軽減に役立つ「衝突被害軽減ブレーキ」、「ペダル踏み間違い急発

進抑制装置」などの安全装置を搭載した安全運転サポート車を活用した参加・体験・実践型

の交通安全講習会を開催するなど、その普及啓発を図る。 

b 高齢運転者を対象とした参加・体験・実践型の交通安全教室などにより、加齢に伴う身体

機能の低下を自覚させるとともに、能力に応じたゆとりのある運転を実践できるよう呼びか

ける。 

c 運転に不安を感じるようになったり、自信がなくなったという高齢運転者には、家族など

と運転免許証の自主返納について話し合う機会を設けるよう働きかけるほか、地元企業等の

協力を得ながら、運転免許証自主返納者支援事業「運転卒業サポート」を活性化させるな

ど、運転免許証を返納しやすい環境整備に努める。 

d 安全運転相談窓口♯8080（シャープハレバレ）の周知を図る。 

 

(ｳ) 一般運転者対策 

a 高齢者の行動特性や交通事故の特徴を十分認識させ、高齢歩行者、電動車いすの利用者、

自転車利用者を保護するため、生活道路等では速度を控えめにするなど、思いやりとゆずり

あい運転の実践を呼びかける。 

特に、横断歩道付近で高齢歩行者等を見かけたら速度を落とし、横断しようとする高齢歩

行者等がいれば、その通行を妨げないよう必ず一時停止して、歩行者の保護の徹底を図る。 

b 夕暮れ時や夜間における高齢者の道路横断中の事故が多発していることから、横断者を早

く発見するため、早めのライト点灯と、対向車や先行車がいないときの上向きライト（ハイ

ビーム）使用の定着を図る。 

c 高齢運転者標識（高齢者マーク）を付けた車両や高齢運転者を見かけたら、思いやり運転

に心がけ、車間距離をとり、急な進路変更等を慎むよう呼びかける。 

 

イ こどもの交通事故防止 

こどもに交通ルールを守る規範意識や他者への思いやりなどを身に付けさせ、健全な交通社会

の構築に向け将来を見据えた交通安全教育を推進する。 

幼児・児童・生徒の自転車乗用時における乗車用ヘルメットの着用と、幼児を幼児用補助いす

に乗せる場合のヘルメット及びシートベルト着用等の安全利用の促進を図る。 

 

(ｱ) こどもの交通安全教育 

a 家庭においては、交通事故に遭わないようこどもに注意を促すとともに、一緒に外出する

際、道路の安全な通行方法を指導するなど、的確な判断と安全な行動ができるこどもを育成

する。 



b 大人自身が規範意識を確立し、こどもの手本となるよう正しい交通ルール・マナーを実践

するよう呼びかける。 

c 学校においては、家庭・地域及び関係機関・団体と連携を図りながら、日常の教育活動の

あらゆる場面において、交通安全教育を計画的・継続的に行う。 

特に、飛び出しや自転車事故（加害事故の防止を含む。）など、こどもの交通事故の特

徴に対応した実践的な交通安全教育の推進を図る。 

 

(ｲ) こどもの誘導・保護活動の推進 

a 地域においては、ボランティア団体等との連携を図り、交通教室や街頭指導活動を積極

的に推進し、交通ルールとマナーに従った安全行動を実践させる。特に、こども・父母・

祖父母等世代間交流により、各世代が交通安全について、互いに注意を呼びかける場を設

けるなど、効果的な交通安全教育及び普及啓発活動の推進に努める。 

b 運転者に対し、こどもの行動特性や交通事故の特徴を十分認識させ、生活道路等における

減速運転など、思いやりとゆずりあい運転を実践させる。 

特に、横断歩道等の付近でこどもを見かけたら、急な飛び出しなどに注意し、速度を落と 

し、横断歩道等を横断しようとするこどもを見かけたら、通行を妨げないよう必ず一時停止

をして、歩行者等保護の徹底を図る。 

 

(ｳ) 通学路等における安全環境整備の推進 

こどもの通行の安全を確保するため、関係者を交えて、危険箇所の把握及び周知を図り、通

学路・通園路の整備を推進する。 

 

ウ 道路横断中の交通事故防止  

令和５年に本県における信号機のない横断歩道において横断しようとする歩行者がいた場合の

自動車の一時停止率は60.8パーセントと令和４年の55.3パーセントより上昇したものの、依然と

して約４割の自動車が一時停止をしていない。横断歩道を横断する歩行者がいれば、必ず一時停

止しなければならないことはマナーではなくルールであることを周知徹底し、道路横断中の交通

事故防止を図る。 

 

(ｱ) 運転者対策 

    自動車運転者は、横断歩道の付近で歩行者を見かけたら速度を落とし、横断歩道を横断し

ようとする歩行者がいれば、通行を妨げないよう必ず一時停止をして、歩行者等の保護の徹

底を図る。 

      また、夕暮れ時や夜間は、道路横断中の歩行者等を早めに発見するため、早めにライトを

点灯するとともに、対向車や先行車がいないときの上向きライト（ハイビーム）の使用によ

り、横断歩行者等被害の交通事故防止を図る。 

 

(ｲ) 歩行者等対策 

      歩行者や自転車利用者に対し、信号機が青色で横断歩道を渡る場合も、通行する車の有無

など、必ず左右の安全確認を行い、無理な横断を絶対にしないよう呼びかける。 

      また、道路を横断する際、近くに横断歩道がある場合は、必ず横断歩道を横断するよう呼

びかけるとともに、横断時には手をあげるなどして、横断する意思を運転者に明確につたえ

るよう呼びかける。 

 

(ｳ) 広報・啓発活動 

      広報媒体（広報紙（誌）、広報車、防災無線、情報掲示板、SNS等）を活用するなど、あら

ゆる機会を通じて、横断歩道等における一時停止など交通ルールの遵守と歩行者等保護の徹

底を図る。 

 



エ 自転車利用時のヘルメット着用と適正な利用の推進 

依然として、自転車の右側通行や一時停止場所での不停止、スマートフォンを使用しながらの

走行等が多く見られる状況をかんがみ、利用者の交通ルールの遵守と、正しい交通マナーの理

解・向上の推進を図る。 

 また、令和３年10月12日施行の「福島県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」の

下、関係機関団体と連携し、様々な媒体を用いた広報啓発や街頭啓発活動を通して交通安全教

育、点検整備・安全器具の使用、保険加入等の基本的な事項について県民に分かりやすく周知

する。 

 さらに、令和５年４月１日から施行された改正道路交通法に基づき、全ての自転車利用者に対

するヘルメット着用の努力義務化を踏まえ、交通事故に遭った際に致命傷となりやすい頭部を

保護し、自身の命を守るヘルメット着用を強く呼びかける。 

 

(ｱ) 自転車利用者対策 

  「自転車安全利用五則」を始めとした交通ルールの遵守、安全な自転車の利用の他、特に、

全ての自転車利用者のヘルメット着用を呼びかける。 

 

(ｲ) 自転車の安全で適正な利用に関する指導の推進 
a 学校等においては、「交通安全学習資料」を活用し、正しい利用などについて指導すると
ともに、自転車シミュレータ等を活用した危険予測トレーニングを実施する。特に、高校生
などの自転車通学者に対しては、定期点検や天候に応じた安全な利用の実際的な指導を行う
とともに、街頭指導等を通じて効果的に安全利用を呼びかける。また、自転車通学の児童、
生徒、学生及びその保護者に対する保険等への加入状況の確認及び保険に関する情報提供を
行う。 

b 職場においては、「福島県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」について周知を

行い、自転車通勤者等への交通安全教育、保険加入の確認や情報提供、事業活動で利用する

自転車の点検・整備や保険加入等を図る。 

c 地域においては、通学・通勤時間帯を重点に、利用者に対する交通安全指導や保護誘導活動

を推進する。 

d 運転免許証自主返納後の交通手段や電動アシスト自転車の普及により、高齢者が自転車を利

用する機会が多くなり、事故被害のリスクも高くなることから、高齢者の自転車利用者に対す

るヘルメット着用を含めた指導を強化する。 

e 特定小型原動機付自転車利用時のヘルメット着用と交通ルールの遵守についての啓発を推進

する。 

  

(ｳ) 安全で快適な自転車通行環境の整備 

     自転車が安全で快適に通行できるとともに、歩行者の安全性を確保できるよう自転車通行環

境の整備を推進する。 

 

オ 飲酒運転、無免許運転及び速度超過など悪質・危険な運転の根絶 

飲酒運転、無免許運転、速度超過、あおり運転など、悪質・危険な運転によって重大な交通事

故が引き起こされている現状を踏まえ、家庭、地域、職場などあらゆる場を通じた指導活動を推

進するとともに、運転者としての責任を自覚させ、常に安全運転を実践するよう指導を強化す

る。 
 

(ｱ) 運転者対策 

a 自動車運転者は、飲酒運転、無免許運転、速度超過、あおり運転など悪質・危険な運転が重

大な犯罪であり、重大事故を引き起こしていること、また、悪質・危険な運転に対する社会か

らの批判が大きいことを十分認識するとともに、運転者としての責任を自覚し、安全運転を実

践する。 



b 家庭においては、飲酒運転、無免許運転、速度超過、あおり運転など悪質・危険な運転が重

大な犯罪であり、重大事故を引き起こしていることや、運転免許取得又は更新時に一定の病気

等の症状に関することは正しく申告するなど、運転者としての社会的責任等について話し合

い、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付ける。 

c 事業所等においては令和５年12月１日から、安全運転管理者選任事業者において、アルコー

ル検知器を使用した従業員の運転前後のアルコールチェックが義務付けられたことから、確実

な実施による飲酒運転の根絶を推進する。 

 

(ｲ) 安全教育の推進 

a 地域、職場においては地域ぐるみ、職場を挙げて、飲酒運転、無免許運転、速度超過、あお

り運転など悪質・危険な運転及びそれらを助長する行為の根絶を訴える。また、セーフティチ

ャレンジ事業等への参加を通じ、運転者としての責任を自覚させ、交通ルールの遵守と正しい

交通マナーを実践するよう安全指導を推進する。 

b 高速道路における交通事故は重大な事故となる危険性が高いことを十分認識し、特に安全な

運転を心がけるよう指導する。 

c 運転中は携帯電話の操作や画面の注視をしないなど、安全な使用方法について指導する。ま

た、運転中にカーナビの操作やテレビの視聴を行わないよう指導する。 

 

(ｳ) 交通環境の安全と平穏の確保 

a 地域においては、速度超過などの悪質・危険な運転や爆音走行などの暴走行為を許さない環境

づくりに努める。 

b 事業者等は、暴走行為を助長する自動車部品の販売自粛、車両の不正改造の拒否、不法改造

車への給油拒否に努める。 

  

(ｴ) 飲酒に伴う交通事故防止対策 

a 飲酒を伴う会合などでひどく酒に酔った人がいる場合は、その人を確実に家まで送り届ける

など、路上寝込みによる交通事故の防止を図る。 

b ひどく酒に酔ったことなどにより路上で寝込んでいる人を見かけた際は、速やかな110番通報

を呼びかける。 

 

カ 全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底 

四輪車乗用中の死傷者のシートベルトの着用率は、負傷の程度が大きくなる程低いことから、

シートベルトとチャイルドシートの着用義務と交通事故発生時の被害の防止・軽減効果につい

て周知徹底を図り、着用率100パーセントを目指す。 

 

(ｱ) 運転者・同乗者の対策 

   運転者は、シートベルトを自ら正しく着用するとともに、後部座席を含めた同乗者全員に正

しい着用を徹底させる。特に、幼児を乗車させる場合は、体格にあったチャイルドシートを正

しく使用する。 

 

(ｲ) シートベルトとチャイルドシート着用徹底の推進 

a 家庭においては、シートベルトとチャイルドシートの着用効果・必要性について話し合い、

交通安全意識の向上を図る。 

b 地域・職場においては、シートベルトとチャイルドシートの着用徹底について効果的な広報

活動を強力に推進するなど、あらゆる機会・媒体を通じて、地域・職場ぐるみの着用強化運動

を展開する。 

c 学校等では、幼児・児童・生徒に対し、チャイルドシートとシートベルトの正しい着用につ

いて指導し、保護者に対しては着用義務について周知を図る。 

d 妊娠中の方には、産婦人科医の指導に基づいたシートベルトの着用を呼びかける。 



 

(ｳ) 広報・啓発活動 

     広報媒体（広報紙（誌）、広報車、防災無線、情報掲示板、SNS等）を活用するなど、あらゆ

る機会を通じて、着用の徹底を呼びかける。 

 

キ 交差点・カーブ等における交通事故防止 

事故が多発する交差点やカーブ（交通事故危険箇所）等では、交通ルールの遵守と正しい交通

マナーを実践することにより交通事故防止を図る。 

 

(ｱ) 運転者等対策 

a 運転者は、交差点やその付近での安全確認を徹底する。特に、黄色信号の場合は原則とし

て、車両などは停止しなければならない（イエローストップ）ことを認識し、無理な進入を避

けるなど危険な運転をしないよう心がけるとともに、一時停止標識等を見落とさないよう十分

注意して、出会い頭の事故防止に努める。 

また、カーブに進入する際の事前のスピードダウンとカーブの陰になった部分の危険予知を

行い、安全な速度と方法で通行することを心がける。 

b 家庭においては、運転者や歩行者の立場から、交差点やカーブ付近における危険性について

家族全員で話し合い、無理な横断や信号無視等危険な行為はしないことを確認し、実践する。 

c 交差点等での追突事故を防止するため、運転者は、十分な車間距離を保持し、脇見・漫然運

転や「だろう運転」をせず、前車の状況を注視するとともに、自分の心身状態などにも注意を

払い、安全運転に努める。 

 

(ｲ) 危険箇所に関する情報共有と環境の整備 

a 学校においては、交差点やカーブの安全な通行方法を指導するとともに、学校周辺の事故多

発交差点の所在を児童生徒や保護者等に周知させる。 

b 地域、職場においては、「ヒヤリ地図」の作成などを通じて、交通事故危険箇所の所在を周

知させる。 

c 交通事故危険箇所の事故発生要因及び事故防止対策について現地調査を行い、改善に向けた

対策を推進する。 

 

ク ゆずりあい運転の実践 

    交差点通行時、合流時、車線変更時等の場面で他の車両等に道を譲らず、トラブルや交通事故

が起きていることから、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践により、思いやりの気持ち

を持ったゆずりあい運転の浸透を図る。 

 

(ｱ) 運転者等対策 

a 運転者は、交差点通行時、合流時、車線変更時等に他の車両に道を譲る、右左折や進路変更

の際、早めに合図を出して他者に知らせるなど、相手を思いやるゆずりあい運転を実践する。 

b 自転車利用者は、交差点通行時や敷地内から歩道を横切る際、手前でスピードを落とし、歩

行者を思いやるゆずりあい運転を実践する。 

c こどものいる家庭においては、毎月第３日曜日の交通安全話し合いの日などにおいて、家族

間で交通ルールの遵守と正しい交通マナーを実践することの大切さについて話し合い、保護者

は自らこどもの手本となるよう実践する。 

 

(ｲ) 広報・啓発活動 

広報媒体（広報紙（誌）、広報車、防災無線、情報掲示板、SNS等）を活用するなど、あらゆ

る機会を通じて、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践による思いやりの気持ちを持った

ゆずりあい運転の浸透を図る。 


